「連合2026平和ヒロシマ集会」主催者代表挨拶


冒頭あいさつ・御礼
ご来場の皆さん、本日は、「連合2026（にいまるにいろく）平和ヒロシマ集会」に全国各地からお集まりいただき、誠にありがとうございます。ご紹介をいただきました連合の芳野でございます。主催者を代表して、ご挨拶を申し上げます。

はじめに、7月28日に発生した熊本県を中心とする地震により、お亡くなりになられた方々に謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災された全ての皆さまに心よりお見舞い申し上げます。一日も早く、被災地の皆さまの安全が確保され、日常を取り戻されますことを、心からお祈り申し上げます。連合本部は、対策本部を設置するとともに、会長声明を発出しました。今後は、特別カンパをはじめ、一日も早い復旧・復興にむけて、現地に寄り添った支援を行ってまいります。また、本日こちらの会場入り口でも募金活動を行っております。皆さまには、ぜひご協力を賜りますようお願い申し上げます。

本日は、公務ご多用のところ、ご来賓として広島県・副知事の吉松 亨（よしまつ　とおる）様、広島市・市民局国際平和推進担当局長の山藤 貞浩（さんとう ただひろ）様に、ご臨席を賜っております。誠にありがとうございます。
　そして、原水禁とＫＡＫＫＩＮの両団体におかれましては、日頃からの連携に加え、本集会に共催団体として、ご協力をいただいております。さらには、お手元のパンフレットにもありますように、広島県、広島市、平和首長（へいわしゅちょう）会議をはじめ、多くの皆様からご後援いただいておりますこと、心より感謝を申し上げます。

被爆について
今から81年前、1945年8月6日、午前8時15分、この広島に原爆が投下され、熱線と爆風、放射線によって、14万人余りの尊い命が奪われました。そして、その3日後の8月9日、午前11時2分に原爆が投下された長崎では、約7万4千人の尊い命が犠牲になりました。この悲劇を決して忘れてはなりません。原爆で亡くなられたすべての方に、心から哀悼の意を捧げるとともに、被爆の影響で今なお苦しんでおられる方々に、心よりお見舞いを申し上げます。

広島の平和行動
原爆投下から81年が経過し、本年3月末現在の被爆者数は91,105人、平均年齢は86歳を超えました。原爆の脅威を体験し、その記憶を語ってくださる方々は、ますます少なくなってきています。そのような中で、これまで連合は、原爆の悲劇を風化させないよう、若い世代を中心に、戦争と被爆の歴史を学び、「語り部」の皆様の思いを継承するための取り組みを行ってきました。
本集会においても、後ほど、広島県原爆被害者団体協議会の切明 千枝子（きりあけちえこ）様から、被爆体験について貴重なお話を伺います。そして、第28代、第29代の高校生平和大使からもメッセージを発信していただきます。
また、今回も本集会に先立ち、連合広島や中国ブロックの青年・女性委員会の皆さんがピースガイドを務めるピース・ウォークや、被爆路面電車の乗車学習会を実施しました。ご参加いただいた皆様には、被爆の実相について理解を深めていただけたと思います。この間、入念な準備を重ねてきた青年・女性委員会の皆さん、関係者の皆さんの真摯な取り組みと熱意に、改めて感謝と敬意を表します。


核兵器をめぐる情勢・日本の役割
　現在、世界には12,000発を超える核弾頭が存在しています。
世界の終わりを午前0時に見立て、残りの猶予時間を象徴的に表す「世界終末時計」は、今年1月、昨年の残り89秒からさらに4秒進み、過去最短となる「85秒」に更新されました。これは、核軍縮の後退への懸念や、ウクライナや中東における武力衝突による緊張の高まり、さらにはＡＩの軍事利用への懸念などが要因として挙げられています。
連合は、先にニューヨークで開催された核兵器不拡散条約再検討会議に向けて、原水禁、ＫＡＫＫＩＮとともに、皆さんにもご協力をいただいた核兵器廃絶と恒久平和を求める署名運動に取り組み、最終的に524万筆超を国連と日本政府に提出しました。しかしながら、核軍縮や核不拡散をめぐる各国の隔たりは埋まらず、またしても成果文書を採択できず、3回連続で合意に至りませんでした。
この会議には、胎内被爆者を含む日本の被爆者12人が渡米し、「原爆による地獄の体験を、二度と世界の人々に味わわせてはならない」と訴えましたが、米国、ロシア、中国をはじめとする核保有国の軍拡路線に歯止めがかからない現状が浮き彫りとなりました。改めて、日本政府には、唯一の戦争被爆国として、核兵器廃絶と恒久平和の実現に向けて外交努力を粘り強く続けるよう求めていきたいと思います。

結び
日本 (にほん)原水爆被害者団体協議会が2024年にノーベル平和賞を受賞して以降、被爆体験の証言・講演回数が2023年度の約1.5倍に急増しました。世界的に核兵器の非人道性や核兵器廃絶への関心が高まる一方で、先ごろ、小泉防衛相が、防衛力強化のために「核兵器に関する議論」を行う必要性に言及しました。日本国内でも核戦力をタブーなく議論すべきとの姿勢を示唆したため、「非核三原則」のあり方をめぐり議論を呼んでいます。
　核兵器廃絶は、決して核兵器保有国や被爆地だけの課題ではなく、今を生きるすべての人々が、自らの問題として取り組むべき課題です。私たち連合は、戦争の実相を知り、平和を学ぶ機会、次世代に語り継ぐ取り組みとして、6月の沖縄を皮切りに、8月の広島・長崎、9月の北海道・根室において、平和4行動を実施しています。
　本日ご参加の皆さんには、この平和行動を通じ、見て、聞いて、学び、感じたことを、それぞれの職場や地域、家庭に持ち帰り、平和を求める輪をさらに広げていただくよう、ぜひお願いいたします。一人ひとりの行動の積み重ねが、平和な未来を築く確かな力になります。
私たちが願う「核兵器廃絶」と「恒久平和の実現」に向け、ともに頑張りましょう。ありがとうございました。

以　上
